
 

電話 059-224-2119

三重県における補助金等の基本的な在り方に関する条例（平成１５年三重県条例第３１号）第６条の規定により、
平成１７年第１回定例会にかかる交付決定調書及び交付決定実績調書（変更分）を公表します。

交付決定実績調書（変更分）
（部局名：総合企画局 ） (単位：千円)

変更前 変更後
1-1
(1-7)

四日市港管理組
合負担金

四日市港管理組合
管理者 四日市市
長 井上 哲夫
四日市市霞２丁目
１－１

港湾法の規定によ
る港湾管理者の業
務

1,447,947 1,399,385 国の内示に合わせた公共事
業等の補正による負担金の減

特定政策
室

備考番号 変更の内容及び理由 室（課）名補助金等の名称 補助事業者の氏名
及び住所 事業内容

交付決定額

2005年3月24日
連絡先
総務局

予算調整室

総合企画局 1



第２号様式（条例第６条第１項関係）
      交 付 決 定 実 績 調 書

             （部局名：生活部）  （単位：千円）

番号 補助金等の名称 補助事業者の氏名及
び住所 交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由 実現しようとする政策、施

策及び目標
補助金等の交付以外
の方法の可能性 室名 備考

1-1 私立学校教職員
退職基金財団補
助金

(財)三重県私立学校
教職員退職基金財団
津市上浜町１丁目２９
３-４

139,967 私立学校教職員へ
の安定した退職金の
支給に係る支援を行
う。

（目的）
私立学校教職員の相互扶助事業
への助成を行うことにより、その処
遇の安定化を図る。
（根拠）
私立学校振興助成法、生活部関
係補助金等交付要綱

政策：豊かな個性を育む
人づくりの推進
施策：学校教育の充実
目標：私学教育の振興
（私立学校教職員の処遇
の充実）

公教育の一翼を大きく
担っている私立学校に
対して、建学の精神を
尊重し支援を行ううえ
で、教職員の処遇の充
実のため補助金を交付
することは必要であり、
望ましい人材の確保の
うえでも重要となる。

私学振興室

生活部  1



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書

（部局名： 健康福祉部 ）（単位：千円）

番号 補助金等の名称 補助事業者の氏名
及び住所 交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由 実現しようとする政策、施

策及び目標
補助金等の交付以外
の方法の可能性 チーム名 備考

1-1 北勢健康増進
センター整備事
業費補助金

四日市市 105,023 四日市市が行う北
勢健康増進セン
ター整備事業にか
かる施設整備の整
備に要する経費の
２分の１を補助す
る（平成７～平成２
２年度）

地域住民の健康増進に寄与す
るため、「北勢健康増進セン
ター整備事業費補助金交付要
綱」に基づき、四日市市が行う
北勢健康増進センター整備事
業の経費に対して補助金を交
付する

政策：健やかなくらしを
育むささえあい社会の
構築
施策：健康づくりの推
進）
目標：地域住民の健康
回復・増進（健康の保
持、増進に心がけてい
る人の増加）

なし 健康づくり
室

健康福祉部 1



第２号様式（条例第６条第１項関係）

交付決定実績調書
 (単位：千円)

番号 補助金等の名称 補助事業者の氏名
及び住所 交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由 実現しようとする政策、施

策及び目標
補助金等の交付以外
の方法の可能性 室（課）名 備考

1-1 信用保証協会保
証料軽減補助金

三重県信用保証協
会
津市桜橋３－３３９

187,506 三重県中小企業融
資制度に係る保証
料の軽減に要する
当該保証料を補助
する。

（目的・理由）
三重県中小企業融資制度利用
者の保証料の軽減を図る。
（根拠）
農水商工部関係補助金等交付
要綱

（政策）
地域経済を支える戦略
的な産業振興
（施策）
既存産業の高度化・高
付加価値化の促進
（目標）
経営基盤の強化

県単融資制度の保
証料軽減は、県の中
小企業金融対策とし
て、利用者負担軽減
のため、信用保証協
会に保証料の補填を
行うことで保証料の
引下げを行っており、
補助金等の交付は
不可欠である。

金融室

1-2 三重用水施設管
理費負担金

独立行政法人水資
源機構
埼玉県さいたま市
中央区新都心１１
－２

120,830 農業用水・水道用
水（上水）・工業用
水の多目的大規模
利水事業として整
備された三重用水
について、独立行
政法人水資源機構
が直接管理する管
理費の農業用水に
かかる経費を負担
する。

（目的・理由）
適切な施設管理により、農業用
水が安定的に供給され、農業
生産基盤の安定を図る。
（根拠）
独立行政法人水資源機構法

（政策）
安心を支える力強い農
林水産業の振興
（施策）
農林水産業を支える生
産・経営基盤の充実
（目標）
農業生産基盤の整備

水資源を効率的に利
用し、農業用水の安
定供給を図る事業で
あり、施設管理に多
額の経費を要するこ
とから、国および県
の補助金によらなけ
れば適切な施設管理
が困難である。

農業基盤
室

（部局名： 農水商工部 ）

農水商工部 1



第２号様式（条例第６条第１項関係）

交付決定実績調書
 (単位：千円)

番号 補助金等の名称 補助事業者の氏名
及び住所 交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由 実現しようとする政策、施

策及び目標
補助金等の交付以外
の方法の可能性 室（課）名 備考

（部局名： 農水商工部 ）

1-3 中山間地域等直
接支払事業交付
金

伊賀市
伊賀市上野丸之内
１１６

72,133 中山間地域等にお
ける耕作放棄の未
然防止を図るた
め、農地等の多面
的機能の確保に取
り組む集落協定締
結面積５５６ｈａに
対して交付金を交
付する。

（目的・理由）
中山間地域等において農業生
産の維持を図りつつ多面的機
能を確保するために耕作放棄
の主要因である生産条件の格
差を補正する。
（根拠）
農水商工部関係補助金等交付
要綱

（政策）
自然との共生の確保
（施策）
森林・農地・海洋の持つ
公益的機能の増進
（目標）
森林・農地・海洋の公益
的機能発揮のための保
全活動の推進

全国の中山間地域
農地に対する多面的
機能を維持するため
の国の事業であり、
国および県の交付金
によらなければ、事
業の遂行は困難であ
る。

農山漁村
室

1-4 地域水産物供給
基盤整備事業費
補助金

熊野市
熊野市井戸町７９
６

77,367 地域漁港における
水産物の生産流通
の拠点づくりに資
するため、遊木漁
港の漁港用地・道
路及び甫母漁港の
防波堤等の整備に
要する経費を補助
する｡

（目的・理由）
第１種漁港及び第２種漁港の
整備と関連する漁場施設を計
画的に整備し、地域における水
産資源の維持及び増大並びに
生産流通機能の強化を図る。
（根拠）
農水商工部関係補助金等交付
要綱

（政策）
安心を支える力強い農
林水産業の振興
（施策）
農林水産業を支える生
産・経営基盤の充実
（目標）
水産生産基盤の整備

漁港、漁場施設の整
備にあたっては多額
の経費を必要とする
ことから、事業主体
は国および県の補助
金によらなければ、
事業実施が困難であ
る。

水産基盤
室

1-6 漁業経営構造改
善事業費補助金

鈴鹿市
鈴鹿市神戸

１－１８－１８

104,769 水産物流通高度化
事業の流通等改善
施設整備事業とし
て水産鮮度保持施
設（滅菌海水製氷
20ｔ／日・貯氷施設
40ｔ）の整備に要す
る経費の一部を補
助する。

（目的・理由）
消費者により安全性の高い水
産物を供給するため、高度衛
生管理に対応した漁業生産関
連施設の整備に対して助成す
る。
（根拠）
農水商工部関係補助金等交付
要綱

（政策）
安心を支える力強い農
林水産業の振興
（施策）
農林水産業を支える生
産・経営基盤の充実
（目標）
水産生産基盤の整備

広く漁業者が共同利
用する施設であるこ
とから公益性を有す
るとともに、施設整備
には多額の経費を必
要とすることから、事
業主体は国および県
の補助金によらなけ
れば、事業実施が困
難である。

水産基盤
室

農水商工部 2



第２号様式（条例第６条第１項関係）

交付決定実績調書
 (単位：千円)

番号 補助金等の名称 補助事業者の氏名
及び住所 交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由 実現しようとする政策、施

策及び目標
補助金等の交付以外
の方法の可能性 室（課）名 備考

（部局名： 農水商工部 ）

1-7 漁村コミュニティ
基盤整備事業費
補助金

尾鷲市
尾鷲市中央町１０
－４３

81,000 住民参加型の新し
い漁村コミュニティ
づくりの交流基盤
施設として、深層
水関連を中心とし
た総合交流施設の
整備に要する経費
の一部を補助す
る。

鉄筋コンクリート
平屋建３１８㎡

（目的・理由）
漁村の活性化を図り水産物の
安定供給を図るため、都市との
交流基盤施設等の整備に対し
て助成する。
（根拠）
農水商工部関係補助金等交付
要綱

（政策）
安心を支える力強い農
林水産業の振興
（施策）
農林水産業を支える生
産・経営基盤の充実
（目標）
水産生産基盤の整備

国庫補助により実施
する準公共事業であ
り、施設等の整備に
は多額の経費を必要
とすることから、事業
主体は国および県の
補助金によらなけれ
ば、事業実施が困難
である。

水産基盤
室

1-8 家畜排せつ物利
活用施設整備事
業費補助金

伊賀市
伊賀市上野丸之内
１１６

119,983 伊賀北部農業協同
組合が行う堆肥セ
ンター及び関連利
用機械の整備に要
する経費を補助す
る。

堆肥発酵施設
堆肥舎、運搬車

 等
処理能力

         ４２．７ｔ/日

（目的・理由）
家畜排せつ物を有機性資源と
して利用し、環境と調和のとれ
た資源循環型農業の確立を図
る。
（根拠）
農水商工部関係補助金等交付
要綱

（政策）
安心を支える力強い農
林水産業の振興
（施策）
戦略的なマーケティング
プロジェクトの展開
（目標）
環境にやさしい生産活
動の推進

国庫補助により実施
する事業であり、施
設等の整備には多額
の経費を必要とする
ことから、事業主体
は補助金によらなけ
らば、事業実施が困
難である。

農畜産室

農水商工部 3



第２号様式（条例第６条第１項関係）

交付決定実績調書
 (単位：千円)

番号 補助金等の名称 補助事業者の氏名
及び住所 交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由 実現しようとする政策、施

策及び目標
補助金等の交付以外
の方法の可能性 室（課）名 備考

（部局名： 農水商工部 ）

1-9 新グリーンツーリ
ズム総合推進事
業費補助金

伊賀市
伊賀市上野丸之内
１１６

184,483 やすらぎ空間整備
事業として滞在型
体験施設の整備に
要する経費を補助
する。

宿泊棟 ：３９棟
管理棟 ：１棟
研修棟 ：１棟

（目的・理由）
都市と農山村の交流を促進し
農山村の活性化を図るため、
豊かな自然や文化など地域資
源を活用した、滞在型体験施設
の整備に対して助成する。
（根拠）
農水商工部関係補助金等交付
要綱

（政策）
活力ある地域づくりの推
進
（施策）
快適で豊かな農山漁村
づくり
（目標）
多様な交流によるむら
の活力づくり

国庫補助により実施
する事業であり、施
設等の整備には多額
の経費を必要とする
ことから、国および県
の補助金によらなけ
れば事業実施が困
難である。

農山漁村
室

農水商工部 4



第２－１号様式（条例６条第３項関係）

（部局名： 農水商工部 ） (単位：千円)

変更前 変更後

1-1
(4-1)

地域水産物供給
基盤整備事業費
補助金

鳥羽市
鳥羽市鳥羽３－１
－１

地域漁港における水産物の
生産流通の拠点づくりに資す
るため、小浜漁港の漁港用
地及び国崎・相差漁港の防
波堤等の整備に要する経費
を補助する｡

173,431 200,806 早期効果の発現を図るため、相
差漁港及び石鏡漁港における防
波堤工事の追加施行に伴う変更
交付決定を行った。

水産基盤
室

第４回定
例会第２
－１号様
式

1-2
(3-2)

漁業集落環境整
備事業費補助金

南島町
度会郡南島町神前
浦１５

漁港の背後集落における集
落環境施設の整備に伴う漁
村の健全な発展に資するた
め、南島町奈屋浦及び神前
浦漁村の排水管路等の整備
に要する経費を補助する｡

180,000 205,000 早期効果の発現を図るため、神
前浦地区における集落排水管路
施設及び水道管移設工事の追
加施行に伴う変更交付決定を
行った。

水産基盤
室

第３回定
例会第２
－１号様
式

1-3
(3-18)

輸入急増農産物
対応特別対策事
業費補助金

伊賀市
伊賀市上野丸之内
１１６

農事組合法人ねぎぼーずが
行うたまねぎ栽培の低コスト
化、契約取引、高付加価値化
の推進のために行う育苗施
設（４６４㎡）、処理加工・集出
荷施設（鉄骨１，４３２．５５
㎡）、機械の導入等に要する
経費を補助する。

225,129 224,493 入札差金による事業費の減に伴
い減額交付決定を行った。

農畜産室

交付決定実績調書（変更分）

交付決定額
変更の内容及び理由 室（課）名 備考番号 補助金等の名称 補助事業者の氏名

及び住所 事業内容

農水商工部 1



第２－１号様式（条例６条第３項関係）

（部局名： 農水商工部 ） (単位：千円)

変更前 変更後

交付決定実績調書（変更分）

交付決定額
変更の内容及び理由 室（課）名 備考番号 補助金等の名称 補助事業者の氏名

及び住所 事業内容

 1-4
(3-19)

米・麦・大豆生産
総合対策事業費
補助金

名張市
名張市鴻之台１ー
１

ＪＡ伊賀南部農業組合が行う
稲の苗を共同で生産し、生産
者に供給する施設の整備等
に要する経費を補助する。

水稲育苗施設
 ８０，０００箱規模

142,961 140,611 入札差金による事業費の減に伴
い減額交付決定を行った。

農畜産室

 1-5
(1-9)

新グリーンツーリ
ズム総合推進事
業費補助金

伊賀市
伊賀市上野丸之内
１１６

やすらぎ空間整備事業として
滞在型体験施設の整備に要
する経費を補助する。

 宿泊棟 ：３９棟
 管理棟 ：１棟
 研修棟 ：１棟
 交付決定額：

184,483千円

地域連携システム整備事業
として都市と農村交流システ
ムの構築に要する経費を補
助する。

 交付決定額：
330千円

184,483 184,813 市町村合併に伴い事業内容およ
び交付額が変更された。
 旧市町村名：上野市、阿山町

農山漁村
室

農水商工部 2



第２－１号様式（条例６条第３項関係）

（部局名： 農水商工部 ） (単位：千円)

変更前 変更後

交付決定実績調書（変更分）

交付決定額
変更の内容及び理由 室（課）名 備考番号 補助金等の名称 補助事業者の氏名

及び住所 事業内容

 1-6
(4-4)

団体営農業集落
排水整備促進事
業費補助金

名張市
名張市鴻之台１－
１

農業集落において、し尿、生
活雑排水を処理する施設の
整備に要する経費を補助す
る。

378,750 375,720 入札差金による事業費の減に伴
い減額交付決定を行った。

農山漁村
室

第４回定
例会第２
－１号様
式

 1-7
(2-14)

農村総合整備統
合補助事業費補
助金

伊勢市
伊勢市岩渕１ー
７ー２９

農村地域において近代的農
業を展開するのに必要な条
件整備を推進するため、農業
用用排水路延長（270m）、農
業集落道路延長（2568m）、
農業集落排水路延長（400m）
整備等に要する経費を補助
する｡

196,500 203,050 早期効用発揮のため、農業集落
道路延長工事の追加施行に伴う
変更交付決定を行った。

農山漁村
室

 1-8
(2-15)

農村総合整備事
業費（モデル型）
補助金

伊賀市
伊賀市上野丸之内
１１６

農村地域において近代的農
業を展開するのに必要な条
件整備を推進するため、ほ場
整備（整備面積4.0ha）、農業
集落道路延長（505m）整備等
に要する経費を補助する｡

91,650 84,600 事業量精査による事業費の減に
伴い減額交付決定を行った。
市町村合併に伴い補助事業者
の氏名及び住所が変更された。

 旧市町村名：伊賀町

農山漁村
室

農水商工部 3



第２－１号様式（条例６条第３項関係）

（部局名： 農水商工部 ） (単位：千円)

変更前 変更後

交付決定実績調書（変更分）

交付決定額
変更の内容及び理由 室（課）名 備考番号 補助金等の名称 補助事業者の氏名

及び住所 事業内容

 1-9
(2-17)

農村振興総合整
備統合補助事業
費補助金

名張市
名張市鴻之台１－
１

地域の農業の健全な発展と、
景観が優れ、豊かで住みよい
農村となるよう総合的な振興
を推進するため、ほ場整備
（整備面積4.3ha ）、農業集落
排水路延長（250m）整備等に
要する経費を補助する｡

90,521 64,321 事業量精査による事業費の減に
伴い減額交付決定を行った。

農山漁村
室

 1-10
(2-18)

団体営中山間地
域総合整備事業
費補助金

松阪市
松阪市殿町

１３４０ー１

中山間地域において農業農
村の活性化を目的に必要な
条件整備を総合的に推進す
るため、農業用用排水路延
長（2174m）整備等に要する
経費を補助する｡

90,600 75,500 事業量精査による事業費の減に
伴い減額交付決定を行った。
市町村合併に伴い補助事業者
の氏名及び住所が変更された。

 旧市町村名：飯高町

農山漁村
室

 1-11
(2-19)

団体営中山間地
域総合整備事業
費補助金

南島町
度会郡南島町神前
浦１５

中山間地域において農業農
村の活性化を目的に必要な
条件整備を総合的に推進す
るため、ほ場整備（整備面積
5.1ha）、 農地防災設備１ヶ
所、農業集落排水路延長
（290m）整備等に要する経費
を補助する｡

151,000 166,100 早期効用発揮のため、ほ場整備
工事の追加施行に伴う変更交付
決定を行った。

農山漁村
室

農水商工部 4



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書

（部局名： 地域振興部 ）

番号 補助金等の名称 補助事業者の氏名及
び住所 交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由 実現しようとする政策、施

策及び目標
補助金等の交付以外の
方法の可能性 室（課）名 備考

１－１
（１－４）

輪中振興計画
推進事業費補
助金

木曽岬町
町長 古村 登
桑名郡木曽岬町西
対海地２５１

148,682
（Ｈ17.1）

輪中振興計画に基
づき町が行なう次
の事業に対し、そ
の経費の一部を補
助する。
①住民の安全確保
に資する事業
②干拓地へのアク
セス整備等交流促
進に資する事業

河川に囲まれた輪中地域に
おいて、地盤沈下、浸水被害
等厳しい地域環境を改善し、
住民の安全確保を図るととも
に、木曽岬干拓地のより有効
な活用を図る。
・輪中振興計画推進事業実
施要綱

（政策）県民参画による
地域づくりと交流・連携
を支える絆づくりの推
進
（施策）分権型社会の
実現
（目標）行政（県・市町
村）の取組についての
県民参加度

輪中振興計画及び同
計画補助金交付要綱
において、計画期間
（平成９～１８年度）中
の事業について、市
町の実施する事業の
１／２を補助すること
としているため、平成
１８年度までは補助
金を支出することとし
ている。

市町村行
政室

１－２
（１－５）

輪中振興計画
推進事業費補
助金

桑名市
市長 水谷  元
桑名市中央町二丁
目３７

175,000
（Ｈ17.１）

輪中振興計画に基
づき市が行う（旧長
島町地域に限る）
次の事業に対し、
その経費の一部を
補助する。
①住民の安全確保
に資する事業
②干拓地へのアク
セス整備等交流促
進に資する事業

河川に囲まれた輪中地域に
おいて、地盤沈下、浸水被害
等厳しい地域環境を改善し、
住民の安全確保を図るととも
に、木曽岬干拓地のより有効
な活用を図る。
・輪中振興計画推進事業実
施要綱

（政策）県民参画による
地域づくりと交流・連携
を支える絆づくりの推
進
（施策）分権型社会の
実現
（目標）行政（県・市町
村）の取組についての
県民参加度

輪中振興計画及び同
計画補助金交付要綱
において、計画期間
（平成９～１８年度）中
の事業について、市
町の実施する事業の
１／２を補助すること
としているため、平成
１８年度までは補助
金を支出することとし
ている。

市町村行
政室

１－３
（１－８）

中部国際空港
海上アクセス高
速船建造事業
費補助金

津市
津市長職務代理者
津市助役
髙橋 広幸
津市西丸之内２３ー
１

210,000

中部国際空港海上
アクセス高速船の
整備に要する経費
の一部を補助す
る。

中部国際空港海上アクセスに
必要な高速船の整備に対し
支援を図る。
・地域振興部関係補助金等
交付要綱

（政策）交流・連携を広
げ社会を支える基盤の
整備
（施策）高速交通網の
整備
（目標）高速交通機関
アクセス３０分程度の
市町村割合

中部国際空港を県と
して活用推進していく
ためには、アクセス時
間の短縮等を図る海
上アクセスの確保が
必要であり、安定した
海上アクセスルート
の実現を図るため、
初期的投資である船
舶建造に対して支援
を行うことは必要であ
る。

交通室

 (単位：千円)

地域振興部 ー 1



番号 補助金等の名称 補助事業者の氏名及
び住所 交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由 実現しようとする政策、施

策及び目標
補助金等の交付以外の
方法の可能性 室（課）名 備考

１－４
（１－１２）

幹線鉄道等活
性化事業費補
助金

北勢線施設整備株
式会社
代表取締役社長
日比義也
四日市市富田３丁
目２２ー８３

100,000

鉄道事業に係る高
速化のための鉄道
施設の整備事業に
要する経費に対し
て補助する。

北勢線駅周辺整備等沿線の
まちづくり事業と連携した鉄
道の高速化事業を実施し、沿
線地域の活性化を図る。
・地域振興部関係補助金等
交付要綱

（政策）交流・連携を広
げ社会を支える基盤の
整備
（施策）公共交通網の
整備
（目標）交通手段のうち
公共交通機関を利用し
た人の割合

・地域が一体となって
主体的に進める地方
鉄道の再生、活性化
の取組として駅周辺
のまちづくり事業と、
連携した曲線改良や
行き違い設備の増設
等の高速化事業に支
援することは必要で
ある。

交通室

地域振興部 ー 2



第２－１号様式（条例第６条第３項関係）
交付決定実績調書（変更分）

（部局名： 地域振興部 ）  (単位：千円)

変更前 変更後

１－１
（２－４）

海洋深層水事業
補助金

尾鷲市
市長 伊藤允久
尾鷲市中央町１０－４
３

尾鷲市が整備する
尾鷲海洋深層水事
業（取水施設等整備
事業）に対して支援
する。

250,000 290,000

海洋深層水関連施設の管理棟等
の役割を担う「総合交流施設」につ
いて、財源である国庫補助金が前
倒しされることに伴い、施設整備を
今年度実施する。

地域振興部
東紀州活性
化・地域特
定プロジェク
ト

備考番号 変更の内容及び理由 室（課）名補助金等の名称 補助事業者の氏名及び
住所 事業内容

交付決定額

地域振興部 ー 1



第２－１号様式（条例第６条第３項関係）
交付決定実績調書（変更分）

（部局名：県土整備部） (単位：千円)

変更前 変更後
1-1 宮川浄化セン

ター
環境整備事業負
担金

伊勢市
伊勢市岩淵１丁目
７－２９

処理場周辺地域の
浸水対策事業など
を行う環境整備事
業者（市町村）に補
助を行う。

98,000 95,000 処理場周辺地域の浸水対策
事業について今年度、整備で
きる範囲を精査したため。

下水道室

備考番号 変更の内容及び理由 室（課）名補助金等の名称 補助事業者の氏名
及び住所 事業内容

交付決定額

県土整備部 １



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書

（部局名：県土整備部） （単位：千円）

番号 補助金等の名称 補助事業者の氏名及
び住所 交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由 実現しようとする政策、施

策及び目標
補助金等の交付以外
の方法の可能性 室（課）名 備考

1-1 市街地再開発事
業補助金（住宅
局）

桑名市
桑名市中央２丁目３７

78,615 桑名駅東第一地区
優良建築物等整備
事業の施行者に補
助を行う市に対して、
国土交通省とともに
補助を行う。

桑名駅前で国土交通省の補助事
業である優良建築物等整備事業
制度要綱に基づき施行される民間
の再開発事業にかかる費用の一
部を補助する。

政策：まちづくりの推進
施策：快適な都市環境の
整備

国土交通省の補助事
業である優良建築物等
整備事業制度要綱に
基づき施行される民間
の再開発事業にかかる
費用の一部を補助する
ものであり、他の方法
は見当たらない。

住宅室

県土整備部 2



第２－１号様式（条例第６条第３項関係）
交付決定実績調書（変更分）

（部局名：教育委員会） (単位：千円)

変更前 変更後

１－１
(2-2)

公立学校職員互
助会助成金

（財）三重県公立学
校職員互助会
理事長 中沢薫
津市栄町１丁目８
９１

公立学校職員互助
会会員に係る福利
厚生に関する事業
に要する経費につ
いて助成する。
（１）文化教養関係
事業
（２）施設利用補助
事業
（３）健康管理事業
（４）ライフプラン事
業
（５）その他の福利
厚生事業
（６）人件費
（７）管理費

395,260 375,239 補助対象事業のうち、（２）施
設利用補助事業の利用率、及
び（３）健康管理事業の職場医
薬品の請求額が当初見積より
下がったため、補助金額を減
額する。

福利・給
与室

備考番号 変更の内容及び理由 室（課）名補助金等の名称 補助事業者の氏名
及び住所 事業内容

交付決定額

教育委員会 1




